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我ガ国の被虐待児童支援の現状

:全周 自治体の部署内外における連携に関する調査結果より
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【要旨】

本研究の 目的は､全国の地方 自治体における被虐待児童支援において､部署内および部

署外 との連携上の問題の現状について明 らかにし､課題を検討することとした｡ 東京都 23

区を含む全国の市町村 1751件を調◆査対象 とし､虐待の相談や対応の実際および困難 と感 じ

ていも事等について質問紙を郵送 し611件の市町村か ら回答を得た｡

調査結果か らは､多 くの自治体において他部門および他機関との連携を ｢非常によく/よく

機能 している｣と認識 していることが明 らかになった｡また､さらに対応に関連する施策

や個人情報保護法等について対応に関係す る職員や地域住民の中で十分に理解 されていな

い状況があることについても示唆 された｡

【キー ワー ド】

虐待 (abuse)､児童虐待 (childm.altreatment)､支援 (support)､精神看護

(psychiatric/mentalhealthnursing)

Ⅰ.研究の背景

最近では児童虐待 とい う言葉について､報道やポスターなどでも目にする機会が増え､

またこの言葉につい ても広 く知 られるようになった｡ 我が国では平成 112.年に ｢児童虐待 -

の防止に関す る法律 (児童虐待防止法)｣が施行 され､それ以降徐々に児童虐待の禁止､早

期発見 と予防および対応に関する制度は充実がはか られている｡ そ れに伴い､国内の児童

相談所におけ､る児童虐待に.関する相談対応件数は平成 21年度には 4万件､平成 24年度 に

は 6万件を超え増加 を続けている (厚生労働省)0

虐待を経験 した児童は トラウマ性の体験を経験すると報告 されてお り､そのために長期

的支援の必要性について指摘する専門家もいる (西滞 ;2007)｡ しかJLなが ら､我が国の

場合はそ ういった被虐待児童であっても義務教育を修了 した 16歳以上 (高校就学の場合

は 18歳以上)になると支援が受けられにくくなるとい う現実的問題 もある｡ その結果 と

して虐待体験か らの心理的外傷に伴 う精神症状や人間関係の構築に問題を抱え､かつ､そ

の療育環境か ら生活 してい くための技術の習得 も不十分なまま行き場を失 う若者を羊ついて

指摘 されている (花田ら ;2008)｡
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